
 
各 位 
 

2021年 12月 20日 

会社名：スターティアホールディングス株式会社 

代表者名：代表取締役社長 兼 グループ最高経営責任者 本郷 秀之 

（コード番号 3393 東証第一部） 

問合せ先：取締役 兼 グループ執行役員 植松崇夫 

（TEL：03-5339-2109） 

 
      

新市場区分「プライム市場」の選択申請 

および上場維持基準の適合に向けた計画書の提出に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、2022年４月に予定される株式会社東京証券取引

所の市場区分の見直しに関して「プライム市場」を選択することを決議し、同取引所に申

請書を提出いたしました。併せて、当社は、移行基準日時点（2021年６月30日）において、

当該市場の上場維持基準を充たしていないことから、新市場区分の上場維持基準の適合に

向けた計画書を作成し、提出いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１．上場維持基準の適合状況および計画期間 

（１）プライム市場適合状況（2021 年６月 30日時点） 

流通株式数     適 合 

流通株式時価総額  不適合 

流通株式比率    適 合 

売買代金      適 合 

 

（２）計画期間 

   2025 年 3月期までに上場維持基準を充たすために各種取組を進めてまいります。 

 

２．上場維持基準の適合に向けた取組の基本方針、課題及び取組内容 

  プライム市場上場維持基準の適合に向けた「流通株式時価総額」の向上に向けた具体

的な取組内容については、添付の「新市場区分の適合に向けた計画書」に記載のとおり

です。 

 

以上 
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Index

・上場維持基準の適合状況および計画期間

・上場維持基準の適合にむけた取り組みの基本方針

・上場維持基準の適合にむけた具体的な取り組み内容
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項目 基準 現状　 詳細

株主数 800人以上 ○ 2, 546人

流通株式数 20, 000単位以上 ○ 53, 684単位

流通株式時価総額 100億円以上 × 7, 079, 084, 648円

売買代金 平均売買代金0. 2億円以上 ○ 87, 573, 543円

ガバナンス 流通株式比率 35%以上 ○ 52. 4%

流動性

©2021 Startia Holdings, Inc.ALL Rights Reserved.

上場維持基準の適応の状況および計画期間

2021年7月15日 一次判定結果

【上場維持基準の適合状況】

【計画期間】

「流通株式時価総額」において約30億円基準に未達

資本政策において（P4以降詳細記載）、流通株式時価総額100億円に向けた取り組みを進める

2020年5月に公表した中期経営計画（2020年4月~2025年3月）の最終年度である2025年3月期末日までに
上場維持基準の適合に向けた取り組みを進める
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上場基準の適合に向けた資本政策の基本方針
資本政策およびIR活動の強化により、流通株式数の増加、株価の上昇を促し、流通株式時価総額の達成を目指す

流通時価総額
約70.7億円

流通株式数
5,368,400株※1

株価
1,318.6円※2＝ ×

1 2

流通株式数の増加に向けた施策 株価の向上に向けた施策1 2

×
中期経営計画の進捗・達成

IR活動の強化

株主還元の強化

上場維持基準適合状況に関する
一次判定結果

流通株式時価総額
100億円以上

流通株式数
増加

株価
向上＝ ×

1 2
2025年3月期末時点

目標

大株主からの自己株式取得

+
第三者割当による新株予約権発行

株式流動性の向上

上場基準の適合に向けた
資本政策の一環として、

本日公表の「大株主からの
自己株式取得+第三者割当

による新株予約権発行」
（以降、「本スキーム」）

を実施

※1： 2021年3月31日時点
※2： 2021年４月１日から同年６月30日までの東京証券取引所における日々の最終価格の平均値（小数点第二位未満切捨て）
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本スキームによる資金調達の仕組み

©2021 Startia Holdings, Inc.ALL Rights Reserved.

 SMBC日興証券株式会社（以下、「割当先」）は、市場動向・投資家動向を踏まえた上で行使請求を行うことができ、当該行使に係る株式の対価として代
金（行使価額）を払い込む（割当先による権利行使により漸次的に当社の資金調達が実現）。
– 行使価額は、行使請求の効力発生日の直前取引日の売買高加重平均価格（VWAP）の90%に相当する価格に修正される（行使価額修正条項）。
– 修正後の行使価額が下限行使価額を下回った場合、下限行使価額が行使価額となる（下限行使価額以下での本新株予約権の行使はできない）。

割当先は本ファシリティ契約に基づき、本新株予約権の行使により交付された株式を株価動向等を勘案し適宜売却していく方針

行使可能期間 約3年間（2022年1月13日（木）～2025年1月31日（金）

発行決議
下限行使価額
（＝自己株式
の取得価額）

発行

当初発行時に本新株予約権
の対価が払い込まれる

行使の都度、資金調達が実現（行使価額×行使数量）

ディスカウント
（10％）

自己株式取得 条件決定

株価

SMBC日興証券を割当予定先とした第三者割当により発行される新株予約権が行使されることで資金調達を行います。
また、本資金調達に加え、自己株式取得を実施し取得した自己株式の一部を本新株予約権の行使に充当する予定です。

※ 上記はイメージであり、当社株価が上記のとおりに推移することをお約束するものではありません。
※ 新株予約権の下限行使価額は既存株主の皆様の利益に配慮し、自己株式の取得価額と同額に設定されている為、自己株式取得時より株価が上昇しなかった場

合は、行使が進まず、流通株式数は増加しません。
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流通株式

本自己株取得において
売却意向の

大株主保有株式

©2021 Startia Holdings, Inc.ALL Rights Reserved.

本スキームの狙い①

「大株主からの自己株取得+第三者割当により発行される新株予約権行使」による流通株式数の増加
1

その他
非流通株式

自己株式

その他
非流通株式

流通株式

大株主が保有する株式
（非流通株式）を自己株
式取得により当社が取得※1

流通
株式

非流通
株式

新株予約権の行使※2が進めば、
新株発行や取得した自己株式
の一部を充当することにより、

流通株式数が増加
その他

非流通株式

流通株式

新株式充当分

自己株式からの
充当分

自己株式

新株式充当

自己株式充当自己株式取得

流通
株式

非流通
株式

※1： ToSTNeT-3による自己株式取得を想定している為、大株主以外からの売却があった場合は、流通株式が非流通株式である自己株式に置き換わる可能性がある為、結果として、自己株式取得により、流通株式数が減少する
場合がございます。

※2： 新株予約権の下限行使価額は既存株主の皆様の利益に配慮し、自己株式の取得価額と同額に設定されている為、自己株式取得時より株価が上昇しなかった場合は、行使が進まず、流通株式数は増加しません。

流通株式数の変化イメージ

流通
株式

非流通
株式

現状 自己株式取得後 権利行使後

本スキームの狙い ～流通株式数の増加～

≪新株予約権行使≫
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株価上昇

資金調達の実現業績の向上

IR活動の強化

株主還元の強化

流通株式

©2021 Startia Holdings, Inc.ALL Rights Reserved.

本スキームの狙い②

流動性向上とともに、資金調達の実現を業績向上・株価上昇へとつなげる好循環を目指す
2

その他
非流通株式

流通株式

本自己株取得において
売却意向の

大株主保有株式

流通
株式

非流通
株式

流通
株式

非流通
株式

非流通株式

自己株式

流動性の向上

 流通株式数の増加により、
株主数増加と流動性向上を企図

 中期経営計画NEXT’S2025
の着実な進捗・達成

 投資家面談の機会増加

 「Cloud CIRCUS」のシステム
開発に係る設備投資資金

 広告宣伝強化に係る運転
資金

 事業譲受に係る金融機関から
の既存借入金の返済資金 SNSを含めた様々な積極的開示

 累進配当の実施

※ 本スキームの詳細に関しては、本日公表の「自己株式を活用した第三者割当による第６回新株予約権（行使価額修正条項付）の発行及びファシリティ契約（行使停止指定条項付）の締結に関するお知らせ」をご確認ください。

本スキームの狙い ～株価の向上～
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株主還元策（中期経営計画より）

©2021 Startia Holdings, Inc.ALL Rights Reserved.

9円 10円 11円 12円

20/3期 21/3期 22/3期予定 23/3期予定 24/3期予定 25/3期予定

+1円増配+1円増配

基本方針として、2023年3月期までは累進配当を実施

配当性向30%
（想定：28円）

配当性向30%
（想定：50円）

積極投資期間
毎期+１円ずつ累進配当を予定

収益化期間
配当性向30％

+1円増配

今期は記念配当3円増配となり、
年間配当金は14円となる予定
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定量目標（中期経営計画より）

©2021 Startia Holdings, Inc.ALL Rights Reserved.

■売上CAGR20％以上を目指し、ポートフォリオ戦略のもとデジタルマーケティング事業のSaaSビジネスへ注力
■ROE2桁をめざすべく、社内のDX化を加速させ、生産性が高い組織体制の構築
■上記２つを達成し、企業価値向上を目指す

売上CAGR / ROE / 時価総額を目標指標と設定

売上CAGR
20％以上

デジタルマーケティング事
業のサブスクリプション
モデル転換へ注力し

達成を目指す

ROE
10%以上

社内のDX化を加速させ、
生産性の高い組織体制で
ROE10％以上を目指す

時価総額
500億円

企業価値を向上させ、時
価総額500億円を目指す

※CAGR:売上高年平均成長率 ROE:自己資本利益率



（概要）
中期経営計画 NEXT’S 2025
2020年4月～2025年3月

©2021 Startia Holdings, Inc.ALL Rights Reserved. 9

スターティアホールディングス株式会社
（東証一部 3393）

https://www.startiaholdings.com/


マスター タイトルの書式設定

10

Sustainability & SDGs
働き方改革とガバナンス体制強化 / 地域共生・貢献

2025年3月期までの改革と成長

©2021 Startia Holdings, Inc.ALL Rights Reserved.

サステナビリティ経営・SDGsの実現を前提に、変革と成長の2軸で更なる進化を目指す

Innovation
新型コロナ等の外部環境変化を追い風にした

事業やサービスのDX展開

日本の生産性向上が待ったなしの命題となる中、
新型コロナを絶好機会と捉え
社内環境を一気にDX化

Growth
デジタルマーケティング事業への戦略的投資によって

ブランド強化とビジネスのサブスクリプションモデルへの
完全転換を実行

ITインフラ事業の顧客基盤を活かした安定成長と
新型コロナによる経済環境を捉えた

積極的なM&A検討により事業拡大を目指す
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サブスクリプション収益モデルへの変革による高成長高収益化
マーケティング分野におけるDXを推進

新規出店、M&A、新商材提供による顧客層の拡大
クロスセルにより成長速度UPと高収益化

事業セグメント別中期ビジョン

ITインフラ事業

©2021 Startia Holdings, Inc.ALL Rights Reserved.

デジタルマーケティング事業

2020年3月期

Small Middle Enterprise
顧客企業規模

営業利益

デジタル
マーケティング

事業

IT
インフラ
事業

※円の大きさは顧客数規模イメージ

2025年3月期

Small Middle Enterprise
顧客企業規模

営業利益

IT
インフラ

事業

サブスクリプション型
デジタルマーケティング

サービスシェアで
国内No.1へ

デジタル
マーケ
ティング
事業

クロス
シナジー

※ Enterprise (大企業)   Middle (中企業) Small (小企業)

事業相互の顧客基盤
を活かせる
事業間の顧客クロス
セルによる成長新規出店 M&A

新商材による拡大

サブスクリプション収益モデル
転換による高成長
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アジア市場のデジタル
マーケティング事業

成長モデル

安定成長するITインフラ事業を基盤にデジタルマーケティング事業拡大に注力

©2021 Startia Holdings, Inc.ALL Rights Reserved.

ITインフラ事業

デジタルマーケティング事業

CashCow
2.5万社超の

中小・中堅企業顧客基盤

ITインフラ事業の
顧客への横展開

フリーミアム戦略によるシェア拡大
大手企業への積極展開で認知向上

展開

投資

圧倒的
シェア

No.1へ

アジアへの
事業展開へ
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業績計画

©2021 Startia Holdings, Inc.ALL Rights Reserved.

デジタルマーケティング事業のブランド強化とサブスクモデルへの完全転換により、積極投資＆高収益化成長へ
本計画においては、新型コロナウイルス感染症の影響が2020年9月頃を目途に収束することを前提

※ 上記は2020年5月に公表した中期経営計画における業績計画です。
※ 2022年3月期の売上・営業利益計画については、中期経営計画公表後に算出されたより正確な数値として、2021年12月20日付「特別利益の計上および通期連結業績予想の修正に関する

お知らせ」において、売上14,750百万円、営業利益150百万円と公表しております。また、2021年3月期実績値については、売上13,324百万円、営業利益21百万円となっております。

2020年3月期
実績値

2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

売上 12,778 13,000 16,850 20,560 25,190 31,000

営業利益 732 △200 300 1,100 1,900 3,300

△500

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

積極投資 収益化
■売上・営業利益計画

単位：百万円

CAGR
24.3%

※2021年を起点に2025年の売上における
CAGR （売上高年平均成長率）を算出
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デジタルマーケティング事業 Cloud CIRCUS戦略

©2021 Startia Holdings, Inc.ALL Rights Reserved.

商品拡充し、顧客課題に応じた「商品購入・導入」が手軽に出来る強みを生かしたクロスセル戦略
Cloud CIRCUSは、「情報発信」「集客」「顧客体験価値向上」「見込顧客育成と顧客化」「解約防止・リピート増」を実現する
SaaSツール群の総称ブランド

専用アプリ無しにARを楽しめる
コンテンツ作成が出来るサービス

※ 本頁は中期経営計画ではなく2021年11月12日付「2022年3月期 第2四半期 決算補足資料」のp.25を抜粋したものです。
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531,110 

696,177 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

SAM

デジタルマーケティング事業 市場規模

■TAM:デジタルマーケティング市場全体
■SAM:従業員数10名～1,000名の企業約34万社

単位：百万円

©2021 Startia Holdings, Inc.ALL Rights Reserved.

TAM

ターゲット市場は2024年度に約7,000億円規模となる

約1.3倍

※統計局平成28年経済センサス-活動調査 確報集計(企業等に関する集計)およびをもとに当社作成

※TAM（Total Addressable Market) SAM（Serviceable Available Market）
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デジタルマーケティング事業 SaaS計画

20/3月期実績 21/3月期実績 22/3月期計画 23/3月期計画 24/3月期計画 25/3月期計画

ARR(実績)

ARR(計画)

前期比
＋29.9％

2,178
（計画）

計画比
＋20.4％

※1,370
20/5/15公表時中計1,270

1,650

2,660

3,630

4,800 (単位：百万円)

※1,870
20/5/15公表時中計

前期比
＋32.0％

収益化積極投資

2020年3月時点ARR約12.7億円より更なる成長を目指す

©2021 Startia Holdings, Inc.ALL Rights Reserved. ※ ARR：3月末MRR（サブスクリプション売上）×12
※ 本頁は中期経営計画のp.15を基に、2021年11月12日付「2022年3月期 第2四半期 決算補足資料」のp.30の情報を用い更新したものです。
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デジタルマーケティング事業 主要KPI

©2021 Startia Holdings, Inc.ALL Rights Reserved.

SaaS
売上

SaaS売上の
拡大を目指す

アカウント
数

利用アカウント数
自体の増加を

目指す

ARPU
(顧客平均単価)

1社あたりの
平均売上単価を増やし
売上増構造を目指す

クロスセル
社数

2商材以上を利用する
社数を増やし、1社当た

り売上増を目指す

※ARPU: 顧客平均単価
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エリアと商材の拡大

既存顧客へクロスセル商材の拡充
中小企業にマッチした商材・サービスを充実させ
クロスセル機会を確実に獲得していく

エリアと商材の拡大により収益規模を拡大

顧客数

商
材
数

2025年3月期

仙台支店 2020年4月開設

新商材の拡充
「新電力」事業
2020年7月スタート（予定）

2020年3月期 札幌支店開設
※本中期経営計画内目標

主要都市におけるM&A

新規支店開設による
チャネル拡大

M&Aによる
新規顧客獲得増

テレワーク推進による拡大
「セキュアSAMBA、RPA」商材
等のテレワーク商材の拡販

©2021 Startia Holdings, Inc.ALL Rights Reserved.
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全国カバレッジ計画

©2021 Startia Holdings, Inc.ALL Rights Reserved.

横浜

和歌山

大阪

名古屋

福岡

鹿児島

札幌
東京

支店新設によりカバレッジを広げ、更に大都市におけるM&Aをすることで顧客層を拡大

仙台

福島

埼玉

熊本

※ 本頁は中期経営計画のp.27を2021年12月20日現在で追加更新したものです。
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ITインフラ事業 主要KPI

©2021 Startia Holdings, Inc.ALL Rights Reserved.

ストック契約
社数

新規支店出店やM&Aを
ドライバーに契約社数全体を

継続的に成長させていく

複数商材
利用社数
2商材以上を契約

している社数を増やす
※ストック売上における

営業１人当たり
売上高

生産性を向上し、
営業1人当たりの
売上高を高める
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スターティアホールディングス株式会社 IR窓口

〒163-0919東京都新宿区西新宿2-3-1 新宿モノリス19階
TEL 03-5339-2109（平日9時～18時）
MAIL：ir@startiaholdings.com スターティアホールディングス
IR情報ホームページ https://www.startiaholdings.com/ir.html 

当資料は、当社の現状をご理解いただくために当社が作成したものです。当資料に含まれる情報は当社内の知見及び当社が入手可能な公開情報等から引用した
ものであり、これらの正確性について当社は保証しません。また、当社の実際の業績は今後の様々な要因によって異なる可能性があります。

©2021 Startia Holdings, Inc.ALL Rights Reserved.
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